
医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律の基本理念の実現

■医療的ケア児の日常生活・社会生活を社会全体で支援 ■個々の医療的ケア児の状況に応じ、切れ目なく行われる支援

管内の情報の集約

●家族等への相談、情報提供・助言等
▶ 家族等からの様々な相談に総合的に対応。
（相談内容に応じて、市町村や相談支援事業所等に所属する医
療的ケア児等コーディネーター等、地域の適切な者に繫ぐ。必
要に応じて関係機関間を繋ぎ、検討体制を整える等）。

▶ 家族等への地域の活用可能な資源の紹介を行う。
等

医療的ケアのある
子どもとその家族

医療的ケア児支援センターの設置による医療的ケア児やその家族への支援（イメージ）

等

●関係機関等への情報の提供及び研修
▶ 管内の医療的ケア児やその家族のニーズの地域への
共有を行う。
▶ 好事例や最新の施策等の情報収集・発信を行う。
▶ 医療的ケア児等支援者養成研修等の研修を実施する。
▶ 地域の関係機関からの専門性の高い相談に対する助
言等を行う。 等

▶ センターや地域の医療的ケア児等コーディネーターの仲介等により、医療的ケア児に係る支援に当たっての協力関係を構築する。
▶ 個々の医療的ケア児やその家族への支援を、医療・福祉・教育・（年齢によっては就労）が情報を共有しながら実施。
▶ 地域の医療的ケア児やその家族への支援について、どのような支援が必要か、関係機関間で協議を行う。

障害児通所支援事業所

保育所・幼稚園学校

相談支援事業所

訪問看護ステーション 医療機関

医療的ケア児やその家族を支援
する多職種による連携体制の構築

夜間のケア
がつらい。。。

緊急時の預け先
がない。。。

センター設置に
より相談先が
明確化。

仕事と育児を両立
させたい。。。

どこに相談すれば
良いか分か
らない。。。

支援の実施

・調整困難事例の相談
・地域の医療的ケア児の状況の共有

※医療的ケア児等コーディネーターの配置を想定。
※都道府県が自ら行う場合も含む。
※社会福祉法人等と役割分担して実施することも可能。

先々の子育
ての見通しが
つかない。。。

市町村等（地域の支援の現場）兄弟に関わる時間
がとれない。。。

障害者就業・生活支援センター

ハローワーク 等

医療的ケア児に
係る様々な相談

医療的ケア児支援センター
（都道府県）

どこに相談すれば良いか分からない、医療的ケア児やその家族の様々な相談について、医療的ケア児支援センターが総合的に対応する。

（別紙２）
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事 務 連 絡 

令和３年８月 31 日 
 

 

各 都道府県 障害児支援主管部（局） 御中 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律の施行に係る医療的ケア

児支援センター等の業務等について 

 

 

 障害保健福祉行政の推進につきましては、日頃より御尽力を賜り厚く御礼申

し上げます。 

 

 議員立法による「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（令和

３年法律第 81 号）」（以下「法」という。）は令和３年６月 18 日に公布され、令

和３年９月 18 日（公布の日から起算して３月が経過した日）から施行されると

ころです。 

 法第 14 条第１項では、都道府県知事は、医療的ケア児及びその家族（以下「医

療的ケア児等」という。）に対する相談や助言等について、社会福祉法人その他

の法人であって当該業務を適正かつ確実に行うことができると認めて指定した

者（医療的ケア児支援センター。以下「支援センター」という。）に行わせ、又

は自ら行うことができるとされています。 

 今般、都道府県及び支援センターが、法第 14 条第１項に掲げる業務（以下「支

援センター業務」という。）を行うことができるものとされた目的や、支援セン

ター業務の具体的な内容等について、都道府県の皆さまからいただいた御質問

等も踏まえ、別紙１のとおりまとめました（別紙２は、支援センターのイメージ

についての概要資料になります）。 

 

 法では、支援センター業務等を規定することにより、医療的ケア児を社会全体

で支え、医療的ケア児等がその居住する地域にかかわらず、等しく適切な支援が

受けられるようにしていく方向性を立法府として示したものとされています。 

このような法第 14 条が規定された趣旨等を踏まえ、管内市町村において実施
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されている医療的ケア児への支援について把握しつつ、支援センター業務の実

施や、管内の医療的ケア児等に対する支援体制の整備について、検討をお願いし

ます。 

 

 なお、支援センターの効果的な運営のあり方等については、現在、調査研究を

進めており（※）、追って、同調査研究で得られた好事例等をお示しする予定で

す。 

（※「医療的ケア児の実態把握のあり方及び医療的ケア児等コーディネーターの効果的な

配置と活用等に関する調査研究」令和 3年度障害者総合福祉推進事業）   

 

また、支援センター業務を行う上で配置が想定される医療的ケア児等コーデ

ィネーターの配置に係る費用については、令和３年度の「医療的ケア児等総合支

援事業」においても補助対象としています。令和４年度の同事業の内容について

は、今後、予算編成の中で検討することになりますが、適宜情報提供させていた

だきますので引き続きよろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

【本件担当】 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

障害児・発達障害者支援室 

医療的ケア児支援専門官・障害児支援係 

ＴＥＬ：03－5253－1111（内線 3101、3037） 

ＦＡＸ：03－3591－8914 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 
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（別紙１） 

 

 

医療的ケア児支援センターの目的及び業務等について 

 

 

１．法第 14 条の立法趣旨 

  「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（令和３年法律第 81

号）」（以下「法」という。）は、医療的ケア児及びその家族（以下「医療的ケ

ア児等」という。）が個々の医療的ケア児の心身の状況等に応じた適切な支援

を受けられるようにすることが重要な課題となっていることに鑑み、医療的

ケア児支援センター（以下「支援センター」という。）の指定等について定め

ることにより、医療的ケア児の健やかな成長を図るとともに、その家族の離職

の防止に資し、もって安心して子どもを生み、育てることができる社会の実現

に寄与することを目的としている。 

  医療的ケア児の支援については、その専門性等から、個々の制度の相談窓口

だけで適切な支援に繋げることが難しい場合があり、医療的ケア児の家族に

とっては、様々なニーズについて、どこに相談をすれば適切な支援に繋がるの

かが分かりにくいという課題があった。また、医療的ケア児の支援に当たって

は、地域の医療、保健、福祉、教育、労働等の多機関が連携して支援に当たる

ことが重要であるが、必ずしもこうした連携が円滑に行われているとは限ら

ない状況があった。 

  そこで、法では、都道府県及び支援センター（以下「支援センター等」とい

う。）が、 

  ・ 医療的ケア児等に対して行う相談支援に係る｢情報の集約点｣になるこ

と、 

  ・ どこに相談をすれば良いか分からない状況にある医療的ケア児の家族

等からの相談をまずしっかりと受け止め、関係機関と連携して対応する

こと、 

  ・ 医療的ケア児等に対する、医療、保健、福祉、教育、労働等の多機関に

またがる支援の調整について、中核的な役割を果たすこと 

 を期待して、法第 14 条の規定が定められたところである。 

 

  なお、法第 14 条は、以下のとおり、「都道府県知事は、（略）「医療的ケア児

支援センター」（略）に行わせ、又は、自ら行うことができる」と、いわゆる

「できる規定」として定められたものであり、支援センターの設置を義務づけ
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ているものではない。しかしながら、上記に示したような立法趣旨に鑑み、で

きる限り多くの都道府県において支援センターが設置されることが期待され

ている。 

また、法では、支援センターとしての施設設備・人員基準要件等は定めてお

らず、そのあり方が制限されるものではないが、立法趣旨に鑑みると、以下に

示す内容を踏まえて設置することが望ましいと考えられる。 

 

 

２．支援センターの設置等 

（１）支援センター等が行う業務の範囲等 

  ① 業務の範囲 

    法第 14 条では、支援センター等が行うことができる業務として、以下

のアからエを規定している。 

   ア 医療的ケア児等その他の関係者に対し、専門的に、その相談に応じ、

又は情報の提供若しくは助言その他の支援を行うこと。 

   イ 医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関及び民

間団体（以下「関係機関等」という。）並びにこれに従事する者に対し

医療的ケアについての情報の提供及び研修を行うこと。 

   ウ 医療的ケア児及びその家族に対する支援に関して、医療、保健、福祉、

教育、労働等に関する業務を行う関係機関等との連絡調整を行うこと。 

   エ アからウに掲げる業務に附帯する業務 

 

    これらの業務については、医療的ケア児等や関係機関等から見た分か

りやすさ等の観点からは、支援センターで一括して行われることは望ま

しいが、一方で、各都道府県における実情に照らし、都道府県と支援セン

ターで役割分担して実施することが現実的な場合も考えられる。例えば、 

    ・ ア（相談支援等）やウ（関係機関連携）の業務は支援センターが行

い、イ（研修等）の業務は都道府県が自ら行う 

    ・ 管内に複数の支援センターを指定する場合に、イ（研修等）の業務

については１つの支援センターでまとめて実施する 

   といった役割分担も考えられる。 

    なお、ア（相談支援等）及びウ（関係機関連携）の業務を細分化して役

割分担することは、医療的ケア児等や関係機関等からの相談先として分

かりにくくなるため、この点に留意しつつ、適切な実施体制を検討された

い。 

    また、アからエに該当しない業務と一体的に行うことも妨げるもので
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はない。従来の医療的ケア児等の支援に関わる部署等が、法第 14 条第１

項に掲げる業務（以下「支援センター業務」という。）を担うことも考え

られる。 

 

  ② 設置箇所 

    支援センターは管内の医療的ケア児の数等都道府県の実情に応じて、

複数の支援センターを設置する等、医療的ケア児等に対して適切な支援

を行うことができる体制を確保することが期待される。 

 

  ③ 支援センターの名称 

    法では、都道府県知事が、支援センター業務を適正かつ確実に行うこと

ができると認めて指定した者を、「医療的ケア児支援センター」と規定し

ているが、都道府県が自ら業務を行う場合も、医療的ケア児等や関係機関

のための相談窓口であることが分かるよう、「医療的ケア児支援センター」

という名称を使用することが望ましい。 

また、都道府県が自ら業務を行う場合でなく、社会福祉法人等を指定し、

委託する場合も、「○○県医療的ケア児支援センター」など都道府県名を

付する等により、公的機関である旨が分かりやすいような呼称とするこ

とが円滑な業務実施に資すると考えられる。支援センター業務を都道府

県と支援センターで役割分担する場合や、支援センターを複数設置する

場合などでも、法の立法趣旨を踏まえ、医療的ケア児等にとって、分かり

やすい名称となるよう工夫をされたい。 

     

（２）支援センターの指定等 

   都道府県知事は、社会福祉法人その他の法人であって当該業務を適正か

つ確実に行うことができる者を支援センターとして指定できるとされてお

り、指定の際の留意点としては以下のようなことが考えられる。これらを踏

まえ、各都道府県において指定について検討されたい。 

 

  ① 指定に際しての留意点 

    支援センターとしての指定の際には、以下について満たすことが望ま

しいと考えられる。これらのことを踏まえ、支援センターが実施する業務

の内容に応じて、支援センターとして必要な要件について検討されたい。 

    なお、法では、指定の対象を「社会福祉法人その他の法人」としており、

法人格を有していることが求められるが、社会福祉法人に限定されるも

のではなく、NPO 法人等を含め、医療的ケア児の支援に係る実績や知見等、
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業務を行うに際しての適格性において判断すべきものである。 

   ア 配置する職員について 

     支援センターに配置する職員については、医療的ケア児等から相談

を受け、助言等を行うことについて十分な専門性と経験を有すること

が求められることから、職員のうち１名以上は、医療的ケア児等コーデ

ィネーター養成研修を修了した者若しくはこれと同等の知識を有する

者を配置することが適当と考えられる。 

    ※ 具体的には、相談支援専門員、保健師、訪問看護師等の職種が想定

されるが、これらの資格に限られるものではないこと。 

    ※ なお、支援センターの業務を担う職員（役員等も含む）及びこれら

の職にあった者は、秘密保持義務を有するものであることに留意す

ること。（法第 15 条） 

 

   イ 運営時間 

     支援センターにおいて、医療的ケア児等からの相談を受け付ける時

間については、利用者の利便性を考慮した開設時間とすることが望ま

しい。 

    ※ 地域の医療的ケア児の数や、医療的ケア児の家族の就労等の状況

も考慮し、柔軟に設定されたい。ただし、例えば、１ヶ月間に数日の

受け付けでは、医療的ケア児等のニーズに対応することは難しいと

考えられる。相談等のニーズが少ない場合、他の業務を兼務しつつ開

所期間や時間を長くするなど、相談を受け付ける期間や時間が極端

に短くならないような配慮をお願いしたい。 

 

  ② 指定後の都道府県の関与 

    支援センター業務は、都道府県知事が指定する支援センターに行わせ

るものであることから、法第 16 条において、業務の状況等に関し必要な

報告を求めること等が規定されているほか、法第 17 条及び法第 18 条に

おいて、改善命令及び指定の取消しについて規定されている。 

    都道府県は、これらの規定を踏まえ、支援センターから業務の実施状況

等について定期的に報告を聴取するなど、実施状況等の把握に努め、必要

に応じて改善を促すなど、支援センターにおける適切な業務運営の確保

に努めるものとする。 

    また、関係機関等の調整が難航する場合等、支援センターからの相談に

応じ、指定権者（委託者）として、適切な支援を行っていただきたい。 
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  ③ 指定手続き 

    支援センター業務は、法第 14 条第２項において、支援センターとして

の指定を受けようとする者の申請により行うこととされている。申請か

ら指定までの方法について特段の定めはないため、各都道府県において、

指定時に確認すべき内容等について検討されたい。 

 

 

３．対象者 

  法第 14 条に掲げる業務による支援の対象は、法第２条のとおり、医療的ケ

ア児等となる。 

  具体的には、例えば、医療的ケアスコア（※）に定める医療的ケアを必要と

する児童が想定されるが、この医療的ケアスコアに該当する医療的ケア以外

を除外するものではないため、何らかの医療的ケアが必要であるため、適切な

支援に繋がることに困難が生じている児童については広く対象とされたい。 

  なお、法の附帯決議において、医療的ケア児が成人となった後も適切な保健

医療サービス及び福祉サービスを受けながら日常生活及び社会生活を営むこ

とができるようにすることも重要であることが指摘されている。支援センタ

ーの対象となる者は、「18 歳に達し、又は高等学校等を卒業したことにより医

療的ケア児でなくなった後も医療的ケアを受ける者のうち引き続き雇用又は

障害福祉サービスの利用に係る相談支援を必要とする者」を含むものである

ことから、特に成人期への移行支援について十分な配慮が必要である。 

  （※）「児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準

（平成 24 年厚生労働省告示第 122 号）」の別表第１の１の表をいう。 

 

 

４．支援センター業務の具体的な内容等 

（１）医療的ケア児等からの相談への助言等（法第 14 条第１項第１号） 

   支援センター等は、上記のとおり、どこに相談すれば良いか分からない状

況にある医療的ケア児等からの様々な相談について、まずしっかりと受け

止めた上で、関係機関と連携して総合的に対応することが期待される。具体

的には、相談内容に応じて、地域において活用可能な社会資源（施策）等の

情報を提供しつつ、適切な関係機関を紹介するほか、関係機関等のうち複数

の機関との調整を要するような相談内容については、（３）に記載する、関

係機関等への連絡・調整を行い、切れ目のない相談・援助に努める。 

   なお、関係機関等としては、具体的に以下のような機関が想定される（以

下はあくまで例示であり、個々の相談内容に応じてこれら以外の機関や市
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町村とも調整を行う必要がある点に留意すること）。 

   ・ 医療：地域において医療的ケア児への対応に中核的な役割を担ってい

る病院、診療所、薬局、訪問看護ステーション 等 

   ・ 保健：保健所、保健センター 等 

   ・ 福祉：相談支援事業所、障害福祉サービス事業所、児童発達支援セン

ター、その他の障害児通所支援事業所、保育所 等 

   ・ 教育：教育委員会、小学校、中学校、高校、特別支援学校 等 

   ・ 労働：ハローワーク、障害者就業・生活支援センター 等 

   

   こうした相談者に対する的確な情報提供や、関係機関等との適切な連携

を行っていくため、支援センターを設置したら、速やかに、（都道府県と協

力しつつ）①広報誌等を活用した支援センター設置の広報、②管内の医療的

ケア児に係る社会資源（施策）等の情報収集、③関係機関等との顔合わせ等

を進めていくことが必要と考えられる。 

 

（２）関係機関等並びにこれに従事する者への情報提供及び研修（法第 14 条第

１項第２号） 

  ① 情報提供について 

    都道府県及び支援センターは、 

    ・ 管内の医療的ケア児等からのニーズ 

    ・ 調整が困難なケースについて、適切に支援に繋げた好事例 

    ・ 最新の施策（各制度の補助事業や医療的ケア児等の支援に係る調 

査研究等） 

   等の、医療的ケアに関する情報を把握し、これを管内の市町村を始めとし

た関係機関等に共有し、医療的ケア児等への支援が推進されるよう努め

ることが期待される。 

    なお、提供すべき情報は、（１）及び（３）の業務を通じて把握するほ

か、都道府県及び市町村における医療的ケア児等の協議の場において把

握することや、国が開催する会議等への参加その他の方法により把握す

ることが考えられる。 

 

   ※ 厚生労働省では、ホームページで以下のような情報を紹介している

ので、参考とされたい。 

    ○『医療的ケアが必要な子どもと家族が、安心して心地よく暮らすため

に』－医療的ケア児と家族を支えるサービスの取組紹介－（平成 30

年 12 月 19 日） 
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https://www.mhlw.go.jp/iken/after-service-2018.12.19.html 

    

   ○「医療的ケア児等とその家族に対する支援施策」 

  

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kai

go/shougaishahukushi/service/index_00004.html 

 

  ② 研修について 

    支援センター等は、関係機関等に従事する者に対して、医療的ケアにつ

いて、以下のような研修その他の研修を行い、地域における医療的ケア児

等の支援に関わる人材の養成を行うこととされている。 

    これらの研修には、「医療的ケア児等総合支援事業」が活用できるため、

都道府県と支援センターにおいて相談の上、積極的な実施をお願いした

い。 

  ＜研修の例＞ 

   ・ 医療的ケア児等支援者養成研修（地域の障害児通所支援事業所、保育

所、放課後児童クラブ及び学校等において医療的ケア児等への支援

に従事できる者を養成する研修） 

   ・ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修 

   ・ 喀痰吸引等研修 

   ・ その他、関係機関等のニーズに応じて企画する研修 等 

     ※ 例えば、令和２年度障害者総合福祉推進事業「障害児通所支援事業所等にお

ける安全な医療的ケアの実施体制の構築に関する調査研究」では、「障害児通

所支援事業所等（障害児通所支援、生活介護およびグループホーム）における

安全な医療的ケアの実施体制のための手引き並びに研修プログラム」が作成

されており、こうしたプログラムを活用した研修等の実施も考えられる。 

（https://www.mizuho-ir.co.jp/case/research/r02shogai2020.html） 

 

（３）関係機関等との連絡調整（法第 14 条第１項第３号） 

  ① 個々のケースに係る連絡調整 

    支援センター等は、（１）のとおり、医療的ケア児等からの相談を受け、

関係機関等のうち複数の機関との調整を要するような相談内容について

は、市町村、相談支援事業所又はそれらに所属する医療的ケア児等コーデ

ィネーター等、各地域における医療的ケア児等の支援に係る調整を行う

べき者（以下「地域のコーディネーター」という。）と連携し、当該相談

内容に対する検討や対応を行うことが期待される。このとき、地域のコー
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ディネーターから、調整が難しい事案等、医療的ケア児等の支援に係る相

談があった場合は、対応に当たっての助言や、好事例の紹介等を行うなど、

地域のコーディネーターの支援を行うことが期待される。 

なお、支援センター等では助言等が困難な内容については、当該相談内

容に助言等を行える機関の紹介や、当該機関との連絡調整を行うなど、地

域における多職種による連携体制の構築を図りつつ、相談の解決に努め

ることが考えられる。 

    なお、地域のコーディネーターに対応を引き継いだ後も、適宜フォロー

アップを行うことが望ましい。 

   ※ 調整が困難なケースへの対応に当たっては、市町村を始め地域の関

係機関等と連携していく必要があるが、緊密な連携に当たっては、日頃

からの情報共有等を通じた信頼関係の構築が重要になることから、例

えば、市町村等の協議の場に都道府県又は支援センターの職員が参加

する等により 

    ・ 各地域にある医療的ケア児等が活用できる社会資源の把握 

    ・ 各地域の課題等についての情報交換の実施 

    ・ 都道府県と市町村の医療的ケア児等コーディネーターの情報交換

の機会の確保 

    等を行うことが望ましい。 

 

  ② 地域の医療的ケア児支援の状況等に係る連絡調整 

    支援センター等は、医療的ケア児等に対する適切な支援のため、管内の

市町村その他必要な機関から、市町村における医療的ケア児支援に係る

状況の共有を求め、管内全体の医療的ケア児支援の状況の把握をするこ

とが重要である。 

    把握すべき内容は、例えば、医療的ケア児の数や、行われている施策の

内容、市町村で生じている課題、個々のケースへの対応に係る好事例等が

考えられる。支援センター等が管内市町村の情報を収集し、横展開を図っ

ていく役割が期待されていることを踏まえ、把握すべき内容を検討され

たい。 

 

（４）地域のコーディネーターが行う相談・助言等との関係 

   医療的ケア児等からの相談に対して適切な社会資源（施策）を紹介したり、

必要に応じて管内の関係機関等との調整等を行うことは、従来から地域の

コーディネーターにより行われてきた地域もある。 

   法で、医療的ケア児等からの様々な相談について総合的に対応する窓口
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を都道府県が設置できることとした立法趣旨は前述のとおりであるが、こ

のことは、市町村等において、医療的ケア児等からの相談対応を行わないこ

ととしたものではなく、市町村等においても、引き続き、各制度の相談窓口

や、医療的ケア児等の相談に係る一元的な窓口において、適切に対応するこ

とが求められる点に留意いただきたい。 

   また、複数の関係機関等との調整が必要な場合や、調整が困難なケースへ

の対応に当たっては、都道府県又は支援センターの助言等を受けつつも、最

終的には市町村を始め地域の関係機関等に事案を引き継ぐことが求められ

るため、市町村においても、引き続き、医療的ケア児等コーディネーターを

配置するなどして、医療的ケア児等に必要な支援に繋がるような体制整備

を進める必要がある点に留意いただきたい。 

 

 

 


